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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 4,245 ― 106 ― 83 ― 41 ―

20年3月期第3四半期 4,510 △6.2 227 4.8 234 13.1 112 1.5

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 8.52 ―

20年3月期第3四半期 23.25 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 6,306 2,353 37.3 487.37
20年3月期 6,925 2,360 34.1 488.84

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  2,353百万円 20年3月期  2,360百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00
21年3月期 ― 0.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 10.00 10.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,100 △2.2 211 △32.6 172 △45.0 102 △36.8 21.28

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

＊業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等によ
り、上記予想数値と異なる場合があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 1 社 （社名 株式会社東葛プランニング ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  4,830,000株 20年3月期  4,830,000株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  800株 20年3月期  800株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  4,829,200株 20年3月期第3四半期  4,829,200株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

平成20年４月１日～平成20年12月31日の９ヶ月間（以下、当第３四半期）におけるわが国の経済状況は、９月後

半以降の金融不安により企業収益・雇用情勢等の悪化が急速に進んでおり、景気にも深刻な影響をもたらしており

ます。この状況は当面続くものと予想されております。 

このような環境のなか、自動車販売業界についてみてみますと、高騰を続けていたガソリン価格は８月をピーク

に反落したものの、車両耐久性の向上による保有年数の長期化に加えて、昨今の景気の急速な悪化により、消費者

の車両購入マインドの冷え込みは顕著に現れております。その結果、当第３四半期国内新車販売台数は3,472,324

台（登録車（普通自動車）・届出車（軽自動車）の合計。前年同期比6.4％減）となりました。 

当社グループ（当社及び連結子会社）の当第３四半期の営業の状況を部門別にみてみますと、 

新車販売部門につきましては、５月に発売された新型車「フリード」、コンパクトカーの「フィット」、フルモ

デルチェンジを行った軽自動車「ライフ」の販売は堅調に推移いたしました。しかしながら、新車効果の薄れたモ

デル及びモデル末期の車両の販売は落ち込み、他社及びホンダ販売会社間の競合もさらに激化しております。その

結果、当第３四半期での販売台数は1,415台（前年同期比5.1％減）となりました。また、販売車種構成面では、車

両維持コストが安く低燃費なコンパクトカーや軽自動車へのシフトが続いております。その結果、売上高は25億７

百万円（前年同期比7.9％減）となりました。 

中古車販売部門につきましては、当第３四半期の販売台数は1,192台（内訳：小売台数392台、卸売台数800

台  前年同期比5.7％増）となりました。７月に新店舗を開設したこともあり販売台数は増加いたしましたが、１

台当たりの販売単価は依然として下落傾向が続いていることから、売上高は４億86百万円（前年同期比6.5％減）

となりました。 

サービス部門につきましては、車両保有年数の長期化に伴い、車検・12か月点検など整備業務の機会が増えてい

ることから、管理ユーザーに対するこれら整備業務の取り込みの向上を図り、用品などの販売もより積極的に行い

ました。その結果、売上高は９億72百万円（前年同期比0.3％減）となりました。 

その他の部門につきましては、自動車の販売動向に左右されにくい自動車任意保険などの保険取扱い手数料は増

加しましたが、１台当たりの販売単価により取扱い金額が左右される割賦販売手数料が減少したことから、売上高

は２億80百万円（前年同期比4.6％減）となりました。 

以上の結果、当社グループの当第３四半期売上高は42億45百万円（前年同期比5.9％減）となりました。 

また、損益につきましては、全部門で売上高が落ち込んでおり、これをカバーすべく経費削減に努めましたが、

今期設立いたしました連結子会社である株式会社東葛プランニングが現時点では利益に貢献できていないことなど

が影響し、当第３四半期の営業利益は１億６百万円（前年同期比53.3％減）、経常利益は83百万円（前年同期比

64.3％減）、四半期純利益は41百万円（前年同期比63.3％減）となりました。 

なお、前年同期比は参考として記載しております。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

(1) 資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期末の総資産は63億６百万円となり、前連結会計年度末に比べて６億19百万円減少しております。こ

れは、主に買掛金や法人税等の支払いのため現金及び預金が５億６百万円、商品在庫の減少により商品が１億４百

万円それぞれ減少したことによるものです。 

負債については39億52百万円となり、前連結会計年度末に比べて６億12百万円減少しております。これは、主に

買掛金が３億35百万円、未払法人税等が１億９百万円それぞれ減少したことによるものです。 

純資産については23億53百万円となり、前連結会計年度末に比べて７百万円減少しております。これは、主に利

益剰余金が７百万円減少したことによるものです。また、自己資本比率は37.3％となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度末に比べ５億６百万円減少し、当連結会計年度末には３億１百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間において営業活動の結果使用した資金は３億91百万円となりました。これは主に税金

等調整前四半期純利益82百万円から主に減価償却費81百万円、たな卸資産の減少46百万円、仕入債務の減少３億35

百万円、その他負債の減少１億14百万円及び法人税等の支払額１億41百万円等を調整したものです。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は98百万円となりました。これは主に固定資産

の取得による支出88百万円、貸付けによる支出20百万円、貸付金の回収による収入７百万円、差入保証金返還によ

る収入５百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は16百万円となりました。これは借入金による

収入46百万円、配当金の支払による支出48百万円、社債の償還による支出15百万円によるものです。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

当第３四半期の業績は、平成20年11月13日に公表いたしました通期の連結業績予想に対して概ね予定通りに推移

しております。当社グループの主力事業である車両販売は個人消費動向に左右されやすい傾向にありますが、話題

のハイブリッド車「インサイト」の発表・発売、車両販売では最大の拡販月といわれる３月を控えていることから

連結業績予想の変更は行っておりません。 

４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

当社は、平成20年２月15日開催の取締役会決議に基づき、平成20年４月１日を期日として、会社分割（新設分

割）により新会社「株式会社東葛プランニング」を設立し、連結子会社としております。  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

１．簡便な会計処理  

①  一般債権の貸倒見積高の算定方法 

貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末

決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

②  棚卸資産の評価方法 

四半期会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し、前連結会計年度に係る実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定しております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  

①  税金費用の計算 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

・会計処理基準に関する事項の変更  

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

２．通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、新車及び中古車は個別法による原価法、部品・用品

は最終仕入原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号  平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、新車及び中古車は個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、部品・用品は最終仕入原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 301,465 807,928

受取手形及び売掛金 2,590,883 2,655,893

商品 240,230 344,878

その他 236,886 314,953

流動資産合計 3,369,466 4,123,654

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 429,956 400,146

機械装置及び運搬具（純額） 170,672 145,758

土地 1,689,171 1,689,171

その他（純額） 21,864 8,135

有形固定資産合計 2,311,666 2,243,212

無形固定資産 13,668 5,945

投資その他の資産 587,075 552,741

固定資産合計 2,912,410 2,801,898

繰延資産 24,459 －

資産合計 6,306,336 6,925,553

負債の部   

流動負債   

買掛金 256,065 591,282

短期借入金 2,662,924 2,693,641

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 36,617 22,275

未払法人税等 27,243 137,047

引当金 16,472 41,675

その他 223,931 394,379

流動負債合計 3,253,254 3,910,301

固定負債   

社債 105,000 120,000

長期借入金 172,946 109,927

退職給付引当金 14,408 16,417

役員退職慰労引当金 191,540 184,834

その他 215,557 223,327

固定負債合計 699,453 654,506

負債合計 3,952,708 4,564,808



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 210,300 210,300

資本剰余金 199,711 199,711

利益剰余金 1,943,942 1,951,058

自己株式 △325 △325

株主資本合計 2,353,628 2,360,744

純資産合計 2,353,628 2,360,744

負債純資産合計 6,306,336 6,925,553



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 4,245,878

売上原価 3,222,317

売上総利益 1,023,561

販売費及び一般管理費 917,240

営業利益 106,321

営業外収益  

受取利息 1,871

助成金収入 4,908

その他 3,501

営業外収益合計 10,282

営業外費用  

支払利息 28,343

開業費償却 4,316

その他 256

営業外費用合計 32,917

経常利益 83,686

特別損失  

固定資産処分損 1,161

特別損失合計 1,161

税金等調整前四半期純利益 82,524

法人税等 41,349

四半期純利益 41,175



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 82,524

減価償却費 81,541

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,203

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,008

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,706

受取利息及び受取配当金 △1,871

支払利息 28,343

固定資産処分損益（△は益） 1,161

売上債権の増減額（△は増加） △1,690

たな卸資産の増減額（△は増加） 46,180

仕入債務の増減額（△は減少） △335,217

開業費償却額 4,316

差入保証金償却額 4,799

その他の資産の増減額（△は増加） 3,529

その他の負債の増減額（△は減少） △114,635

小計 △221,522

利息及び配当金の受取額 57

利息の支払額 △28,679

法人税等の支払額 △141,450

営業活動によるキャッシュ・フロー △391,593

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △88,857

貸付けによる支出 △20,647

貸付金の回収による収入 7,774

差入保証金の差入による支出 △2,189

差入保証金の回収による収入 5,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △98,220

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,717

長期借入れによる収入 100,000

長期借入金の返済による支出 △22,639

社債の償還による支出 △15,000

配当金の支払額 △48,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,648

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △506,463

現金及び現金同等物の期首残高 807,928

現金及び現金同等物の四半期末残高 301,465



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日）  

自動車販売業関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

〔所在地別セグメント情報〕 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日）  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

〔海外売上高〕 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年12月31日）  

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 



「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第３四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日）  

科目 

前年同四半期 
（平成20年３月期  第３四半期）

金額（千円） 

Ⅰ 売上高 4,510,705 

Ⅱ 売上原価 3,431,824 

売上総利益 1,078,881 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  

 販売費 85,023 

 設備費 202,831 

 人件費 429,278 

 管理費 134,134 

営業利益 227,612 

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息 1,760 

２．受取負担金 33,790 

３．受取報奨金 2,309 

４．その他 2,851 

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息 27,221 

２．組織再編費用 6,288 

３．その他 202 

経常利益 234,610 

Ⅵ 特別損失  

１．固定資産処分損 19,592 

税金等調整前四半期純利益 215,018 

税金費用 102,729 

四半期純利益 112,288 

   



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

前第３四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日）  

 
前年同四半期 

（平成20年３月期  第３四半期）

区分 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 215,018 

減価償却費 69,651 

賞与引当金の減少額 △24,370 

退職給付引当金の増加額 7,563 

受取利息 △1,760 

支払利息 27,221 

固定資産処分損 19,592 

売上債権の減少額 136,328 

たな卸資産の減少額 74,500 

仕入債務の減少額 △270,560 

その他資産の増加額  △51,457 

その他負債の増加額  106,137 

小計 307,865 

利息及び配当金の受取額 21 

利息の支払額 △27,730 

法人税等の支払額 △31,819 

営業活動によるキャッシュ・フロー 248,337 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △70,122 

貸付金の回収による収入 7,110 

出資金の返還による収入 1,900 

差入保証金支払による支出 △32,010 

差入保証金返還による収入 5,700 

投資活動によるキャッシュ・フロー △87,422 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純減少額 △103,362 

長期借入金の返済による支出 △50,717 

社債の償還による支出 △15,000 

配当金の支払額 △48,292 

財務活動によるキャッシュ・フロー △217,371 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △56,456 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 657,711 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 601,254 

   



（３）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日） 

 当社グループは自動車販売関連事業の専門会社として、同一セグメントに属する自動車の販売並びにこれらの

付随業務を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

〔所在地別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

〔海外売上高〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年12月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 
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